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第 4 4 回 入 札 監 理 小 委 員 会  

議 事 次 第  

 

 

              日  時：平 成 20 年 ７ 月 15 日 （ 火 ） 17:30 ～ 19:38 

             場  所：永 田 町 合 同 庁 舎 １ 階  第 １ 共 用 会 議 室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 題 

① 実施要項（案）の審議 

  ○ 国際協力人材センターに係る業務委託（(独)国際協力機構） 

  ○ 「海外移住資料館」の管理・運営業務（(独)国際協力機構） 

  ○ 通訳案内士試験事業（(独)国際観光振興機構） 

 

② その他 

 

３．閉 会 

 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

  小林副主査、逢見副主査、佐藤専門委員 

 

（(独)国際協力機構） 

国際協力人材部 大石部長、大久保次長 

国際協力人材部国際協力人材センター課 田和課長 

調達部 柴田次長 

 

中南米部 蔵本部長、室澤次長 

JICA 横浜 高井所長、松本次長 

JICA 横浜研修業務第二課 佐藤課長 

 

（(独)国際観光振興機構 

企画本部総務部 加藤部長 

企画本部企画部 半田マネージャー 

 

（事務局） 

 森山参事官、徳山企画官 



 

 

（国際協力機構関係者入室） 

（傍聴者入室） 

 

○小林副主査  それでは、ただいまから「第 44 回入札監理小委員会」を開催いたします。 

 本日は、独立行政法人国際協力機構の「国際協力人材センターに係る業務委託」、同じく

独立行政法人国際協力機構の「海外移住資料館の管理・運営業務」、独立行政法人国際観光

振興の「通訳案内士事業」の３件の実施要項（案）について審議を行います。 

 初めに、国際協力人材センターの実施要項（案）の審議を行います。本日は、国際協力機

構国際協力人材部、大石部長にご出席いただいておりますので、事業の概要や実施要項（案）

の内容等について御説明をお願いしたいと思います。説明は 20 分程度でお願いいたします。 

○大石部長  今日はお忙しいところ、どうもありがとうございます。国際協力人材部の大石

と申します。よろしくお願いいたします。 

 私どもが独立行政法人になりまして今年でちょうど５年目を迎えますが、その前年の平成

14 年に当時の外務大臣の私的懇談会であります第２次ＯＤＡ懇談会の中の提言として、国際

協力の人材の発掘・育成と並行して既存の人材を有効活用するシステムを早急に構築すべき

であるという提言を受けまして、私どもが独立行政法人になった翌年の平成 15 年の 10 月に

この国際協力人材センターを設立しました。 

 併せて、独立行政法人になった際のＪＩＣＡの機構法の中に、従来の技術協力の事業に加

えまして、国民参加型事業ないしは市民連携の事業を更に推進すべきであるという法律も新

たに加わりまして、より一層、国内における人材の発掘・育成並びに養成を我々の重要な柱

として今日までやってきました。 

 今年の 10 月で約５年たつわけですが、これまで人材センターに対する登録、情報の数等

は非常に増えてきております。後で詳しく御説明します。今年の 10 月には円借款部門の統

合も控えておりまして、今後ますます数だけではなくて、その中身、情報の質、登録されて

いる人材の質等が更に問われてくると思います。ということで、今、我々の中でも、いろん

な意味で、中長期的な在り方を検討しております。 

 特に今後の開発援助の重点課題も、国際環境の変化に伴いまして、平和構築、復興支援等、

いろんな形で課題が大きく変化していることもありまして、そういう意味では人材の発掘・

育成を国際的な動向をにらみながら検討していくことが求められていると思います。 

 この国際協力人材センターは、今年度、企画競争ということで競争入札を行いました。今、

業務委託を行っておりますが、今回、市場化テストの対象になったことによりまして、競争

入札を確保しまして民間の創意工夫を更に取り入れて、経費節減も図るという意味で、我々

としては未経験でありますが、競争入札により更なる中身の向上を図れればと思っておりま

す。 

 これまで事務局の方たちにいろんな過程で御指導、御相談いただいておりまして、非常に

感謝申し上げます。一応、私どもの入札要項をつくりました。これまでの趣旨を踏まえて最

大限努力してつくったものでありますが、委員の方に御審議いただいて、いろんな指摘をい

ただきまして、更によいものをつくっていきたいと考えておりますので、よろしくお願いし

たいと思います。 

○田和課長  続きまして、私の方から、実施要項の内容につきまして説明を進めさせていた
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だきたいと思います。 

 実施要項の１枚目の１から２の（１）までは今、部長が述べましたところで、割愛いたし

ます。 

 「（２）事業の概要」としましては、皆様には既にこのようなパンフレットが行っている

かもしれないんですけれども、内容といたしましては「国際協力の仕事に携わりたい個人」

と「国際協力の人材を求めている団体」をコンピュータ上で結びつけるシステムでございま

す。これ以外にも、実際の国際協力に携わりたい方のために、東京もしくは地方におきまし

て、キャリアを形成するためのセミナー等も開催してございます。 

 現状では「ＰＡＲＴＮＥＲ」が提供する求人とか研修・セミナー等の情報は機構からのも

のが多いんですが、今、部長が申し上げましたように、ＪＩＣＡだけではなくて、国際協力

に携わるすべての方に対して、すべての団体と結びつけるというところに事業を展開してい

くというのがこれまでの流れでございまして、今後もそこに重点的に事業を展開していきた

いと考えているところでございます。 

 ２ページ目のアに「ＰＡＲＴＮＥＲ」の規模が簡単に書かれております。19 年度末段階の

実績では、国際協力人材登録者という登録の方が約 9,500 名、登録している団体、これを活

用している団体が 350 団体あるという感じでございます。 

 あと、この事業は、今回、業務委託の対象になる部分以外にも事業を展開しているといい

ますか、必要な部分がございまして、それについてはイで整理しております。ＪＩＣＡの部

分としては、中長期的な事業に関する企画立案というのは勿論のこと、これはコンピュータ

のシステムで動いていることは申し上げたとおりなんですが、そのコンピュータを運営・管

理するというのは専門的な団体にしていただく必要がございますので、そういうところにつ

きましても契約を行っております。そういうところはＪＩＣＡが別途行っているということ

でございます。 

 具体的には、資料 38 ページから別紙１～３が添付されています。こういうチャートでご

ざいます。 

 39 ページの別紙２をごらんいただくと、多くのデータベースとかシステムが「ＰＡＲＴＮ

ＥＲ」という事業には必要でございまして、これを使うのが今回の委託業務の対象ではある

んですけれども、専門的な知識においてメンテナンスする、もしくはソフトを改善していく

というところは別の業者がやっているというところをまず御理解いただきたいと思います。

今回の委託事業を請け負う民間事業者の方には、そういう専門業者との連携というものも当

然必要になってくるということでございます。そういう意味では、我々の指示といいますか、

要項に基づきまして事業を実施していただくということでございます。 

 主な業務の内容は３ページの（３）に述べてございます。既存のシステムがございますの

で、そのシステムの操作等、基本的なことはあるんですけれども、操作の仕方等につきまし

ては、後ほどお回しをいたしますけれども、業務マニュアルを我々はつくっておりまして、

基本的にはそれに従ってやっていただくということだと思います。 

 しかしながら、民間事業者の方の裁量とか工夫とかも当然生かしていく必要がございます

ので、今回の実施要項におきましては、既存の業務マニュアルを参考にしながら、内容を一

括して実施してください。ただし、民間事業者の創意工夫とか発案によってこれを変更して

いく場合については、我々と相談をしていただいて、そのとおり進めていただくという形で
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整理をしたいと考えてございます。 

 主な業務の内容は、アから８ページのセまでわたるところでございまして、項目だけ申し

上げますと、この「ＰＡＲＴＮＥＲ」を使う団体の方が登録する業務。 

 もう一つは、その「ＰＡＲＴＮＥＲ」を個人が使いますから、使われる個人に対して求人

とかの情報を掲載する部分がございますので、その求人情報を掲載する業務。 

 ウとしまして、求人以外にも、個人に対して研修とかセミナーの情報を提供する業務。 

 エとしまして、個人が国際協力の人材として登録していただいて、国際協力の団体からオ

ファーが受けられるような形になっているんですが、そのための登録を行う業務。 

 もう一つは、国際協力に携わりたいと考えている個人が、自分がどのようにキャリアを形

成したらいいのかということを迷われる場合がございますので、それに対してのガイダンス、

相談を行う業務を含めております。 

 その他、冒頭で申し上げました東京及び地方において、キャリアセミナー等、イベントを

開催いたします。それに対する業務があります。 

 ６ページ、クといたしまして「ＰＡＲＴＮＥＲ」のホームページ、コンテンツに関する業

務。「ＰＡＲＴＮＥＲ」はホームページ上でいろいろな情報を掲載しておりますので、その

情報の更新もしくはコンテンツを効果的なものにしていただくための業務をここで整理し

ております。 

 ケといたしまして「ＰＡＲＴＮＥＲ」システムに関連する業務ということで、システムを

運用する上で、システムの保守管理を行っている業者との連携とか、そういうものをこの中

で整理してございます。 

 コとして「ＰＡＲＴＮＥＲ」の広報に関連する業務ということで、我々はこのようなパン

フレットを作成しております。今までこういうものをもって広報したり、もしくはこういう

雑誌等に「ＰＡＲＴＮＥＲ」の活用を促進するための記事を掲載したりしてございます。そ

ういうものを我々は広報と言っておりますけれども、民間事業者の方々から発案、創意工夫

いただいて、広報に関する提案というのもこの中でいただきたいと考えております。 

 サといたしまして、人材センター運営全般に関する業務としまして、年間計画を民間事業

者の方につくっていただきまして、そのとおり実施していただくわけですけれども、そうい

う事業計画をつくっていただいたり、もしくは事業の過程で、いろいろなサービスを活用さ

れている個人であるとか、団体であるとか、またセミナーの参加者にアンケートを取ってい

ただいて、我々の事業の在り方、もしくはサービスの内容が適切かどうかというところを聞

いていただくという業務もこの中で考えております。 

 セとしまして、人材センターの業務の引継ぎに関連する業務。これは当然ですけれども、

請け負う事業者が３年後に変わった場合にきちっと引継ぎをやっていただくということで、

その業務を整理しているということでございます。 

 その他、執務場所は基本的には機構内の国際協力人材部の中にこのセンターを設けてござ

います。 

 あと、我々としまして工夫いたしましたのは、９ページの「（５）事業の実施にあたり確

保されるべき質」というところでございます。ここにつきましては、登録団体を対象として

満足度のアンケート調査を行っていただきます。また、キャリア相談とかメール相談の相談

者に対しても同様にアンケートを取っていただくということでございます。 
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 これらの質につきましては、我々のこれまでの実績に基づきまして、４段階に分けます。

「満足」「概ね満足」「余り満足でない」「不満足」という４段階の中で「概ね満足」以上

の評価を各項目にセットしてございます。 

 例えば、登録団体でございますと、全回答の 70％以上の団体から「概ね満足」以上の評価

を得るというような形で回答をいただいて、その対象は、アンケートの回収率というのも当

然出てこようかと思います。そこの部分につきましては、このサービスを享受した、例えば、

登録団体ですと、自分たちが求人情報を出したり、もしくは研修・セミナー情報を掲載した

という団体からアンケートをいただきまして、70％以上の回答を得るということを１つの条

件としております。 

 キャリア相談、メール相談につきましては、それぞれアンケート回収率は 90％として「概

ね満足」以上が 80％以上という設定にしてございます。 

 今まではアンケートの部分でございまして、事業の質の部分なんですけれども、もう一つ、

量的な部分といたしまして「ＰＡＲＴＮＥＲ」に掲載される求人及び研修・セミナーの情報

件数を毎年２％ずつ増加してくださいというのを求められる確保されるべき質としてござ

います。 

 その他、先ほど国際協力人材登録というのがあると申し上げましたが、その新規人材登録

者の確保を１年当たり 1,200 名以上という形で確保していただくように、この部分で整理し

てございます。 

 その他、10 ページの「（６）契約の形態及び業務実施状況の報告及び精算」のところでご

ざいますが、民間事業者には四半期報告書を出していただくとともに、セミナーの物件費に

係る実施経費の精算報告書を機構に提出していただくこととしております。機構は、この提

出された四半期報告書に基づいて、委託業務が適正に実施されることを確認して、精算報告

書を検査の上、当該機関の精算を必要とする契約金額の範囲内で確定金額を決定して、民間

業者に通知するという形にしております。 

 支払いのもう一つとしましては、インセンティブとディスインセンティブというものを設

けておりまして、それは 10 ページのオ、カのところで整理してございます。 

 インセンティブにつきましては、先ほどの求められる質のアイウエを達成し、ウは情報掲

載件数、エにつきましては人材登録の数を示しますが、それぞれ２％と 10％の超過を達成し

た場合は、100 分の 102 を乗じた額を支払うという形で考えてございます。 

 ディスインセンティブにつきましては、ウの情報掲載件数が５％以上、もしくは国際協力

人材登録者数を 10％下回った場合につきましては、約５％のマイナスのディスインセンティ

ブをここで設けるような形にしております。ただし、コンピュータを使う事業でございます

ので、システムトラブルの発生等、民間事業者に責任を起因しないものと我々が認める場合

については、ディスインセンティブというものは適用しないと考えてございます。 

 あとは「４．入札参加資格に関する事項」でございますが、基本的に我々が事業を実施す

る際に同等の条件としておりまして、共同企業体及び補強というものを認めるという形にし

ておりますので、特定の業者さんを排除するというような狭い入札条件にはしていないつも

りでございます。 

 続きまして、技術提案書の評価の方式ですけれども、13 ページの６に整理しております。

当然、実施要項に従いまして総合評価方式をやりまして、加点方式を採用してございます。
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評価に当たりましては、300 点を満点といたしまして、技術評価と価格評価の配点をそれぞ

れ 200 点、100 点にしております。これは経済産業省さんのガイドラインに沿いまして、同

等の事業を参考にいたしまして、このようにセットいたしました。基本的には、15 ページの

（３）に「価格評価の方法」と書いてございますが、このような評価方式により算出すると

いうふうに考えております。 

 その他、我々は国際協力人材登録ということをやっておりますので、個人情報を取り扱い

ますので、その点、適正に取り扱われる必要があると考えておりまして、17 ページの（２）

では「秘密を適正に取り扱うために必要な措置」ということで、適正に扱われるべく指示を

しているつもりでございます。 

 最後に、23 ページ以降に、我々が実施しております事業の情報の開示という形で掲載をさ

せていただいております。基本的には、我々の委託事業の部分が、これまではプロポーザル

競争という形で実施しておったものを、今回、総合評価方式でやるということでございます。

そのような記載に今回してございます。 

 以上、簡単でございますが、今回の民間競争入札の実施要項（案）を説明させていただき

ました。 

○小林副主査  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明につきまして、御質問、御意見のある委員は御発言をお願いい

たします。 

○佐藤専門委員  委託費のところでちょっと伺いたいんですけれども、この実施要項（案）

の 10 ページ目だと真ん中のエに、セミナー実施に係る精算通知というのがあって、精算す

るというくだりがある。それから、12 ページの（２）のアの（ア）のところに、ちょっとわ

かりにくい記述なんですが、入札金額に含めないけれども、契約金額に含めるものとして、

セミナーの実施費用というのがあるという記述があります。ここの記述の考え方について伺

いたいんです。 

 まず、この事業、委託費が３年間です。後ろの 23 ページの従来の実施に要した経費辺り

から見ると、２億円弱の業務になるという認識なんです。12 ページの記述で伺いたいんです

けれども、セミナーに要する費用のうち、会場設営費、広報費、運搬費云々、見積もりを行

うこととし、契約金額に含めるけれども、入札金額には含めないと書いてある。そうすると、

ここに書かれている費目については、そもそも価格の競争はさせないという形で、これ以外

の部分について、主に人件費、セミナーに関する経費を除く物件費、管理費という部分で競

争を行って、それを入札金額として札を入れてもらって、それにプラスこのセミナーに要し

た費用については実費精算だという立てつけとお見受けしたんです。 

 ひるがえって、この事業の業務の範囲としては、５ページに「キャリアセミナー等イベン

トに関連する業務」ということで、セミナー関連業務というのは今回、入札対象の業務にな

っているという認識なんです。そうだとすると、見方を変えると、セミナー以外の業務につ

いては入札に付した上で、落札者に対してセミナー関連業務を随意契約で発注しているとい

う立てつけに限りなく近いように見えるんです。 

 ＪＩＣＡの発注の案件に対する、この案件がそもそもＷＴＯの調達協定の対象案件なのか、

それから、ＪＩＣＡに対して、独法になった後に会計法の契約に関する規律というのがどう

いうふうに適用されるのか、詳細は存じ上げないんですけれども、ＪＩＣＡはＪＩＣＡでそ
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ういう契約規則をお持ちだと思いますけれども、基本的には会計法の考え方だろうと思うん

です。 

 そうすると、うんと見方を変えると、セミナーに関する費用の部分に関して、これを実費

精算とするということは、結局、かかった分だけお支払いしますということで、その部分に

ついては全く競争が働かずに、その部分で随意契約発注したのと限りなく近い立てつけにな

っているようにお見受けするので、ここの部分をなぜ価格で競争させないのか。業務として

は全体は入札で入れているんだけれども、費用のお支払いについは後で落札者がかかったと

いう部分だけ言い値で払いますという立てつけに近くなっているので、そのことを正当化す

る理由は何であるのかというのを聞かせてください。 

○田和課長  私は先ほど５ページのセミナーの種類というところを時間の関係で詳しく御

説明申し上げなかったんですが、セミナーには４種類ございます。１つは、ＪＩＣＡが東京

及び地方で行う、ＪＩＣＡ側のための、人材育成のためのセミナー。２つ目が、機構が主催

するセミナーであるけれども「ＰＡＲＴＮＥＲ」を登録、つまり団体に対してのセミナー。

３番目、４番目につきましては、外部の団体と連携して行うセミナーです。 

 つまり、外部の方と連携して行うセミナーで、それを３年間にわたって、どこで、いつや

るのかというところがなかなか決められないというところで、我々もちょっと悩んでおりま

す。実際にやろうと思いますと、いつ、どこで、また、ほかのイベントとのかみ合いといい

ますか、バッティングとか、そういうところを調整しないといけません。基本的には、ＪＩ

ＣＡのセンターがあるところについては、そのセンターの施設を活用して、このセミナー等

をやることを前提としているんですけれども、そういう施設の空き状況とか、そういうとこ

ろにもよりますので、毎年どの都市でその事業を実施できるかというところがなかなか予見

できないというところもございます。 

 かつ、先ほど部長の方からも申し上げましたけれども、我々のセンターはほかの団体との

連携とかも非常に求められていて、そういうところにできるだけ柔軟に対応していかなけれ

ばいけない。冒頭で申し上げたように、ＪＩＣＡだけの事業をやっているんであれば勝手に

やればいいんですけれども、ほかの団体と連携してやるときには、ほかの団体の意向も踏ま

えた上でセミナーというものも実施していく必要がございますので、そういうところを勘案

すると、３年間にわたって、どういうセミナーをするのかというところを出すのが難しい。

契約変更というのもなかなか難しいですよという話も聞いておりますので、そういう意味で

は、我々もその部分は外に出して、こういう形の契約をするのが望ましいんではないか。 

 ただ、この「ＰＡＲＴＮＥＲ」の運営につきましては、セミナーの実施と国際協力人材に

対する対応、あとキャリア相談みたいなものが表裏一体の性格がございますので、そこの部

分を切り離して、別の入札とかにすると、それも効率的でないというところもございますの

で、我々の考えとして、そこの部分については実費精算という形で、もしくは我々が直にお

金を払うという形で整理させていただければなと考えまして、12 ページのところですか、若

干ややこしい記載にはなっておりますけれども、そのような工夫をしたつもりでございます。 

○佐藤専門委員  わかりました。今、機構が直接お支払いになるものについても言及された

んですけれども、機構が直接払うんであれば、これは落札者との契約金額には含まれないと

思うんです。今、御説明いただいたような変動要素があって、例えば、年何回開催するかも

最初から決め打ちできない、開催回数も決め打ちできない、外部の団体との連携等もあって

6



 

 

セミナーの内容自体も確定できない、そういうものを入札に出すときは、通常は、総合評価

一般競争入札の場合にどうやっているかというと、発注側として想定を置くんです。東京で

年何回、地方といった場合にも、地方によって物価も違うでしょうから、例えば、ここで行

ってください、あるいは従来の実績に基づいた公募条件として想定を置いて、その想定の下

で価格を入れてもらう。 

 実際に契約をやった後に、その想定が違ったのであれば、その違った原因が受注者側の原

因で違っているんであれば、それは発注者としては増加費は面倒見ない。その代わり、ＪＩ

ＣＡの方でこう変えてくれと言って、そのために増加費用が生じたんであれば、その増加費

用についてはＪＩＣＡの方で追加の予算手当を付けて支払うというのが通常の方法だと思

います。 

 これはいろいろ変動要素があって、そこら辺の事情が見えにくくなっているかもしれない

んですけれども、うんと単純化してわかりやすく申し上げますと、例えば、地方公共団体が

一般廃棄物処理施設の運転を委託しますということを事業者にやった場合に、入札対象にな

るのは当然、総価ではなくて単価なんです。要するに、１トン当たりのごみ処理費用を競わ

せるんです。実際に日量 500 トンなら 500 トンを処理してくださいという想定で、応募者の

入札金額の単価×500 トンという形で価格をつくって、それで価格を競わせるんです。500

トンという処理トン数が 600 トンになったときにまで入れてきた価格で縛るわけではなくて、

実際に 600 トンかかったんであれば、その部分については発注者として追加の予算を取って、

追加のお支払いをしますという整理なんです。 

 うんと単純化して申し上げると、そういう変動要素がある場合には、発注側としては想定

を置いて、今回、実費精算と言われている部分についても、できるだけ価格競争をさせた方

が、ＪＩＣＡとしての支出が結果的に少なくなるということだと思うんです。そういう意味

で、今回除いていただいているセミナー経費のうちの会場設営費だとかセミナー広報費、運

搬費、民間事業者関係者旅費は、競争になじむものと、なじまないものと、ごらんになって

あるかもしれないですけれども、例えば、設営費とか広報費などは、民間事業者がどういう

ふうにやるかによって価格の競争が働くような費目ではないかなというふうに、費目の名前

からお見受けするんです。そういったところをできるだけ業務に含めて入札をさせている以

上、かかったものは実費で請求していただいたら全額お支払いしますという立てつけはでき

るだけなくした方が、入札という制度になじんでいると思うんですけれども、そこら辺はい

かがでしょうか。 

○田和課長  基本的に想定の回数はこの中にも書いてございますので、今、佐藤専門委員の

方から御助言いただいた点については持ち帰りまして検討させていただきます。 

○大石部長  趣旨は十分わかりますので、これまで５年間、過去実施して、実例があります

ので、過去のあれも分析して、日本国内で何 10 か所やるわけではありませんので、それな

りの都市になりますので、今のことを踏まえまして再度検討させていただきたいと思います。 

○田和課長  １点確認なんですけれども、先ほど御説明いただいたように、ＪＩＣＡの意図

により変わったものと、そうでない、民間事業者が提案どおりできなかったことについては

精算するという考え方でよろしいですか。 

○佐藤専門委員  要するに、入札に対して提案を出してきて、提案どおりにやっていただく

のが原則です。提案と違ったことをやるというんであれば、提案と違ったことをやらなけれ
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ばいけない原因をつくった人がその追加費用を負担するというのが原則です。 

○田和課長  例えば、３回やると言っていて、いろんな事情で２回しかできなかった場合に

ついては、どういうふうに考えたらよろしいですか。 

○佐藤専門委員  それは１回分が開催できなかった理由によります。ＪＩＣＡ側がやらなく

ていいと言ったのであれば、当然、開催しなければかからなかった費用というのはあるけれ

ども、固定費の部分がひょっとしたらあるかもしれません。専門の担当者として提案した人

の人件費とか、そういった部分は開催しなくてもかかる部分があるので、その部分は払って

あげないといけないと思います。 

○田和課長  民間事業者が３回やると言って、民間事業者の責任においてできなかった場合

については、基本的にはないものと思って我々も契約はするわけなんですけれども、そうい

う場合についてはどんな感じですか。 

○佐藤専門委員  それはＪＩＣＡの方として、発注条件が３回を想定してくれというんであ

れば、民間としては当然３回で見積もってくるわけで、今回は、セミナーを年間何回開催す

るかは民間提案を求めていらっしゃらないという理解なので、その部分について民間側に責

任があるということは通常はないと思います。 

○田和委員  想定はここに書いてございますので、一応、その想定回数を実施していただく

ということを前提で提案を上げていただくということかなと理解しております。 

○佐藤専門委員  わかりました。 

○柴田次長  ちょっとよろしいですか。先ほどのセミナー関係の物件費につきまして、広報

費、会場設営費、確かにおっしゃられるとおり、競争の働く部分というのはあるんだと思い

ます。ただ、今回ここでつくりましたのは、セミナーに関する費用を細かく分けると、また

複雑になってしまうということもあって、効率性を追求する意味で、セミナーに関する物件

費はまとめて精算という形で出させていただきました。 

 確認させてほしいんですけれども、こちらの指示どおりに、例えば、３回やるということ

で、そのとおり提案をしてきました。結果的に２回しかできなかった。それはこちらの理由

というか、自治体とか、ほかの関係者との関係もあってうまくいかなかったといった場合に、

そのまま支払うということに関して、公契約ということを考えると、実は会計検査的な立場

から、会計検査院の方からも指摘される可能性がございまして、そこを契約変更せずにその

まま支払うということに関しては持ち帰って検討させていただきたいと思います。 

 仮に契約変更するといった場合に、その都度、委員会に付議しなければいけないと法律に

は書かれておるんですが、その辺のところは、私たちは今回初めてものですから、よくわか

らないんですけれども、実際に軽微な、その程度の変更に関しても委員会に付議する必要が

あるんでしょうか。教えていただければと思います。 

○徳山企画官  法律ですから、ございます。ですから、なるべく契約変更しないような立て

つけにするということが実施要項の趣旨といいますか、役割ということです。 

○佐藤専門委員  通常、具体の案件で御相談いただくのは、予算との関係があるので、契約

金額が増額になるんであれば契約変更だと思います。例えば、セミナーの実施回数３回を想

定した契約を締結したんだけれども、２回しかやらなかったという場合は、要するに１回実

施しないことによって、実際、民間事業者側も支出を免れている部分があるわけです。開催

をしなかったことによって支出を免れた費用については控除するという旨の条項をあらか
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じめ入れておけばいいことで、そういう意味で減額する場合であれば、変更という手続を取

ったという例は余り聞いたことがないです。 

○柴田次長  その場合は、契約変更という位置づけではなくて、単なる最後に減額するとい

う処理になるんですか。 

○佐藤専門委員  契約変更というよりも、仕事をした分だけ払いますということでお支払い

しているだけだと思います。 

○小林副主査  どうぞ。 

○逢見副主査  機構と人材センターとの関係についてお伺いしたいのですが、実施要項 37

ページに組織図がありますが、これによると、国際協力人材部があって、その中に国際協力

人材センター課がある。今回の委託というのは、人材センター課のやっている仕事がそのま

ま委託されるというふうに考えてよろしいんですか。 

○田和課長  いえ、違います。人材センター課というのは、今、私と課員１人の２人の組織

ですが、先ほど申し上げたように、この人材センターの企画とか、全体の業界のニーズとか

いうものをとらえて、この業務をどういうふうに委託するかというところは我々が考えてい

かないといけないところだと思っております。ただ、その考え方、設計の下において、この

センターの「ＰＡＲＴＮＥＲ」という事業を実施するというのが今回の委託の対象と考えて

おります。 

○逢見副主査  なるほど。では、このセンター課がやっている中の「ＰＡＲＴＮＥＲ」とい

う事業について委託するということですか。 

○田和課長  そうでございます。 

○逢見副主査  そうすると、例えば、委託業務の内容が３ページ以下ずらずらっとあって、

８ページの「サ．人材センター運営全般に関連する業務」の（オ）で「人材センターの円滑

な運営管理を実施するために必要な改善、提案を行う」とか、その下のスの最後の方は「他

の国際協力実施機関の動向や、人材センター事業の類似事業、社会全体の動き等を調査した

上で、短期的及び中期的な人材センターの今後の事業展開、戦略について提言を行う。」と、

戦略まで任せるということですか。 

○田和課長  書き過ぎですか。 

○逢見副主査  書き過ぎではないですか。 

○田和課長  我々の気持ちは、すべてここで片づけるというのは当然なくて、こういう事業

を実施していますと、最前線といいますか、国際協力人材であるとか、団体と直接接する機

会も多いわけです。事業を通じて接したところで、そういう提案をいただくというところが

どうしても必要かと考えておりまして、この条項を入れたというのが趣旨でございます。そ

ういう意味では、いろんな提案を我々としてはいただきたいんですけれども、それをもって

すべての人材センターもしくは「ＰＡＲＴＮＥＲ」の事業の展開をそのままやっていくとい

うつもりは勿論ございません。これを実施するためには、またほかに必要な調査とかをやっ

た上で検討していくことが必要だと考えております。 

○逢見副主査  機構本来のやっている部分まで全部任せようというような表現があって、そ

こはきちんと仕分けをしなければいけないと思うんです。 

○田和課長  そうですね。そこの部分については、最初の委託業務と機構との関係のところ

で若干、企画とか立案とかもやりますよとか、そういうところについては整理はしていたつ
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もりなんですけれども、ちょっと踏み込み過ぎているという御指摘であれば、もう少し言葉

を考えたいと思います。 

○小林副主査  今のところに関連して、業務のところがかなり「ＰＡＲＴＮＥＲ」に関連す

るものということで考えれば考えやすいんだと思うんですけれども、いろんなものが混入し

ている感じなんです。例えば、６ページの１行目のところでも「民間事業者は機構内部シス

テムによる支払手続きを行う」とか（ウ）の括弧の中の「機構職員等の旅費については機構

が直接支払うが、民間事業者は機構内部システムによる支払手続きを行う。」とか（エ）の

ところでも実施規模に不確定要素が結構あって「実施規模によっては、当日人材センター担

当部分の運営管理を行う。」とか、先ほど逢見委員が御指摘になったところがそうですけれ

ども、サの（キ）のところでも「人材センターが実施する業務が実施する関連する調査等を

機構が行う際に、必要に応じて資料の提供、打合せへの出席等の協力を行う。」とか、かな

りアバウトな書き方があって、これは今まで随契でおやりになっていたところには、業務の

内容というのはかなりよく見えていると思うんですけれども、ほかの民間業者が参入して競

争しようとしたときには、課と連携協力して、いろんなことをその都度やらなければいけな

いのかといったところでは、業務の見積もりというのがすごく難しいんではないかと思われ

るんです。だから、そこはどういうふうにきれいにしていったらいいのかというのを考えな

ければいけないと思うんですけれども、その点はいかがですか。 

○田和課長  御指摘のとおりだというふうにも思います。そこら辺についてはやはり工夫を

しなければいけないんですが、例えば、打ち合わせの回数であるとか、そういうのを毎日や

っているわけではございませんので、必要に応じてそういう会議をやっておりますので、大

体目安で何回程度とか、何回とはなかなか申し上げられないところがあるかもしれませんけ

れども、そういうところで示すということかなと思っております。 

○小林副主査  だから、この業務の書きぶりなのか、業務の分類がいけないのかなんですけ

れども、今まで委託でやられていて、23 ページの従来の実施に要した経費のところで、委託

費の内訳が書かれています。これを、例えば「ＰＡＲＴＮＥＲ」に関連する業務について、

機能別といったら変なんですけれども、目的別みたいに、業務量みたいなもので、それに付

随して勿論打ち合わせとかいうのも発生はしてくると思うんです。だけれども、参入する業

者としては、何を達成すればいいのか、結局、アウトプットとして何をやればいいのかとい

うことが見えるようにして書いてあげないと、ほかから創意工夫をもって参入したいと思っ

ている業者がなかなか入りにくいと思うんです。そこを少し工夫いただけないかと思うとこ

ろと、さっきの質のところでも、２％ずつ増やすというのもあったではないですか。だから、

結局、これは業務量としても少しずつ増えていくと考えられると思うんです。そうすると、

平成 15 年からやっているではないですか。だから、15 年からの推移といいますか、トレン

ドみたいなものを、３か年というんではなくて、少し示してあげた方が親切なのかなとも思

うんです。結局、業務委託をしていったときに、アウトプットとして何を得たのかという情

報をもう少し出してあげた方がよくて、そのアウトプットのくくりで業務内容も説明してあ

げた方がわかりやすいのかなと思うんですけれども、いかがですか。 

○田和課長  業務の実績数値のところについては、この事業が始まってまだ５年なので初期

の段階ですから、安定期に入っていったり、（一直線に伸びて）こうなっているのであれば、

ある程度トレンドが読めるところなんですけれども、17 年以前についてはむしろ逆に参考に
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ならないところがあるのかなと考えました。例えば、平成 15 年ですと、情報提供件数 716

件なんです。まさしくよちよちのところで立ち上がって、登録団体数がどんどん増えていっ

て、やっと 2,000 代、2,500 代に伸びてきたというところが今の実態でございますので、そ

この数を平均したり、トレンドを追ったりすると、見間違えてしまうかなというふうに考え

ましたので、通常３年ぐらいを示されているところがあるので、３年を示させていただいた

ところでございます。 

 もう少し業務の切り分けをして、イメージができるようにというところにつきましては、

我々ももう一度見直して、どういう表現の仕方があるのかというところも考えたいなと思っ

ております。御指摘の趣旨はよくわかりました。 

○小林副主査  どうぞ。 

○逢見副主査  関連して、例えば、執務場所が人材部内にあって、必要に応じて打ち合わせ

をするとか、会議に参加するとか、当日、資料の配付を手伝うとかいう記述がありますが、

人材部の仕事の下請みたいなことをやっているんではないかという印象があるんです。もし

業務委託契約を結ぶときに日常的に委託者を指揮命令したりして使っていると、労働者派遣

法に抵触する恐れがあるんです。そこの部分は十分留意して書き方を考えないと、必要に応

じて、「おい、ちょっと手伝え」と言うことができるような書きぶりは考えた方がいいと思

います。 

○田和課長  そこは気をつけます。おっしゃるとおりだと思います。 

○小林副主査  あと、９ページのオの（ア）とか（イ）のところで、参加者を確保するとい

うのがあったり「概ね満足」以上、75％以上からというところがあるんですけれども、それ

は事業者の責任に入るところなのか、そこまで考えられないんではないかということと、価

格点のところで、だんだん業務量が増えるかどうかわかりませんけれども、予定価格の考え

方です。想定している予定価格の考え方というのは何かあるんですか。予定価格として設定

する、今までずっと定増してきているわけですね。そこの考え方、価格点のつけ方といいま

すか、どう考えるか。 

○田和課長  まず最初の御質問ですが、例えば、セミナーで何人以上確保するというところ

ですが、そこは我々もできればこういうのを設定したいなと思っています。といいますのは、

セミナーをやりました、10 人しか来ませんでしたというのでは、説明の効果も限定的になっ

てしまいかねないなというところもありまして、これまでの実績から、 

通常、我々がやっていても、これ以上の人数は確保してやっておりますので、セミナーとか、

こういうものを開催する際に、ちゃんと広報していただいて、我々も勿論お手伝いすること

はできると思うんですが、きちっとやっていただくという意味で目標を設定したつもりでご

ざいます。 

 ２番目の金額のところでございますが、１つは、小林副主査の方から業務量が増えている

という話をいただきましたけれども、我々は決して業務量がかなり伸びているという感覚で

はなくて、今まで「ＰＡＲＴＮＥＲ」の知名度とか、そういうものが上がってきております

ので、情報掲載件数２％増によりその分、業務量が増えるというふうには考えておりません。

これまでの通常の業務の工夫の中で十分できる範囲だろうと理解しておりまして、そのレベ

ルに抑えて、逆に言うと２％ですから、その範囲でできる仕事ではないかなと考えています。

そのままということであれば、それは余りにも過小評価し過ぎているのかなと思います。 

11



 

 

 我々もまだ十分に説明できていないんですけれども、情報提供件数のアップ率を一応我々

の方でも見ておりますと、17 年度では、昨年度実績で 22％アップ、18 年度では 10％アップ

しているんです。19 年度は残念ながら２％なんです。しかしながら、ブリーフの中であった

かもしれませんけれども、昨年、実はシステムメンテナンスで、７月から 12 月までシステ

ムを止めたということがございまして、その影響が出ているんだろうと理解しておりまして、

通常であれば少なくとも５％ぐらいまではアップ率は確保できるんではないかと考えてい

ます。しかしながら、先ほど申し上げたトレンドから言うと、下降トレンドもございますの

で、そういう意味では、それを勘案して２％ずつぐらいならアップしていくんではないかと

考えて、そのような目標値といいますか、質のところをセットしたという背景にございます。 

 新規登録者におきましても、毎年 1,300 人とか 1,250 人とか、そういう形で登録者が純増

しておりますので、それほど落ちているとは思いません。2007 年については 1,117 人という

ことで、1,200 人に及ばなかったんですけれども、同様な理由で、83 名の差が昨年の影響に

よるものかどうかというところで、我々は少なくとも 1,200 名ぐらいは得られるんではない

かということで、そういうような目標値をセットいたしました。 

 事実、４月から６月の段階では、毎月 150 名ぐらいの登録者が得られている。あとは、皆

さん御存じのとおり、JBIC の円借款部門と統合いたしまして、そこにまた新しい専門家人材

が我々の中で登録するようなことが予想されています。100 名ぐらい予想できますので、そ

ういうような数を勘案しても、1,200 名ぐらいは当然達成できると我々としては考えている。

そういうような考え方から、このような質の目標値をセットしているということでございま

す。 

○小林副主査  時間になりましたので、本日の審議はこれまでとさせていただきます。 

 事務局の方から確認すべきことがあったらお願いいたします。 

○事務局  それでは、本日御指摘いただきました委託費の支払方法と業務の切り分けにつき

ましては、再度御検討いただきますようお願いいたします。 

 以上です。 

○小林副主査  それでは、本実施要項（案）につきましては、業務の部分につきまして、ま

だまだ整理をしていただくことがあると思いますので、本日の審議を踏まえて、次回の審議

に向けて鋭意御検討いただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 また、本日質問できなかった事項や確認したい事項がございましたら、事務局にお寄せく

ださい。事務局で整理をしていただいて、委員に結果を送付していただくようにしたいと思

います。本日はありがとうございました。 

○田和課長  １つだけ私の方から質問させていただいてよろしいでしょうか。先ほど委員の

皆様から御助言をいただいて、我々も勿論持ち帰って検討するんですが、もう少し踏み込ん

で検討している中で、ここのところ、こういう考え方はどうしたらいいだろうかというとこ

ろを検討したいと思っているんです。そういう意味では、佐藤専門委員とか、小林副主査、

逢見副主査に、質問といいますか、こういう考え方でどうかというところは、事務局を通じ

て御相談させていただいてよろしいですか。 

○事務局  それは、また検討するということで、いずれにしても、もう一回審議を設定しな

いとパブリックコメントまでいけないと思いますので、できれば２週間後ぐらいにはもう一

回審議の場をつくりたいと思います。適宜事務局から委員の先生に相談することはできます
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ので、それはそのときまた考えたいと思います。 

○田和課長  了解いたしました。 

○小林副主査  よろしく御検討お願いいたします。 

○田和課長  ありがとうございました。 

○小林副主査  ありがとうございました。 

 

（国際協力機構国際協力人材センター関係者退室） 

 

（国際協力機構海外移住資料館関係者入室） 

 

○小林副主査  続きまして、海外移住資料館の管理・運営業務の実施要項（案）の審議を行

います。本日は、国際協力機構中南米部、蔵本部長に御出席いただいておりますので、事業

の概要や実施要項（案）の内容等について御説明いただきたいと思います。説明は 20 分程

度でお願いいたします。 

○蔵本部長  ありがとうございます。改めまして、ＪＩＣＡ中南米部長をしております蔵本

と申します。よろしくお願いします。 

 それから、私の隣におりますけれども、同じＪＩＣＡの横浜センターの高井所長です。実

質、海外移住資料館の館長も兼ねておりますので、併せて参りました。よろしくお願いした

いと思います。 

 まず、私の方から、最初に海外移住資料館の目的等を、おさらいになるかもしれませんけ

れども、数分話をさせていただきたいと思います。 

 既に委員の方には十分御承知かと思うんですけれども、海外移住は 100 年ほどの歴史があ

りまして、戦前、戦後を含めまして約 100 万人の方が、ハワイ、あるいは北米、特に戦後は

中南米に移住されています。そういう中で、現在、250 万といわれる移住者、日系社会が海

外で形成されているわけです。 

 私どもは、海外移住資料館を平成 14 年に設立しました。移住者の方々は、移住先国での

異なる社会、文化において、当該国の人たちと一緒になって新たな社会、文化づくりに参画

し、よき市民としての地位を築いてきた。その社会の中での経済、文化発展に大きく貢献し

た。そういう面では、国際協力の先駆者と言われるのではないかと思っています。そういう

移住者の進んだ道を、資料、文献、写真等で日本の歴史の中にきちっと位置づける、また、

広く国民に伝えていく、理解してもらうという趣旨で、この資料館を設立したわけです。ま

た、移住者の方々にとって、日本でのよりどころ、母港といいますか、そういう意味づけも

あるだろうと思っているところです。 

 そういう中で、これまで資料館においては、資料の収集、展示、情報公開、開示、あるい

は広報。 

 また、特に小中学生を対象に、国際協力、あるいは国際理解という観点から教育普及活動

も資料館で行われています。 

 また、この資料館を中心にしまして、日本内外の資料館とのネットワークを構築していく

というところもあります。 

 ４点目、研究活動もやってきておりまして、特に日系社会に関する研究調査を奥深いもの
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にして、それを増すことによって展示情報等への貢献を行うということをやってきておりま

す。 

 まだ数年の資料館でございますけれども、着実に入場者数、あるいは情報へのアクセスを

伸ばしてきているところです。今後、特に海外とのネットワークづくり等、あるいは情報を

提供することによって、広く更に伸ばしていければなというふうに思っているところです。 

 とりあえず私の方からは以上です。 

○高井所長  横浜センター所長の高井でございます。私の方から、お手元の実施要項（案）

について簡単に御説明させていただければと思います。 

 実施要項（案）は、もう先生方は見ていただいていると理解しておりますけれども、大体

４つの編成になってございます。まず、12 ページまでが海外移住資料館の主な業務といった

ものについて説明してございます。それぞれの項目の中で、細分化し過ぎているのかもしれ

ませんけれども、ア～ソまでございます。 

 12 ページの「（５）事業の実施にあたり確保されるべき質」ということで、これは御承知

のとおり法律事項でございますので、12 ページから 13 ページにかけて、指標といったもの

についてつくってございます。 

 また、13 ページから 16 ページにわたって、支払方法、民間業者が応札するときの資格審

査、そして入札の手続といったものについて記してございます。この中には、16 ページのス

ケジュールまでを含んでございます。 

 そして、基本的には手続の中の１つでございますけれども、16 ページから 17 ページにか

けまして、入札実施の手続として、技術提案書の中身について、内容について、こういった

書類を出しなさい、こういったことを書きなさいと、つまり実施体制、そして事業計画につ

いて記してございます。 

 ３つ目のポイントとして、17 ページから 18 ページまで、いわゆる入札評価決定の方法に

ついて記してございます。 

 また、20 ページからは、委員の先生方御存じのとおり、この法律の共通項というべき法律

からブレークダウンされた約束事について記してございます。 

 最後に、別紙という形でもって、開示すべき情報を含めた資料とさせていただいています。 

 以上が構成でございます。 

 まず、１の 12 ページまでの海外移住資料館の事業といったものについて御説明したいと

思います。 

 移住資料館の経緯、概要といったものについては、先ほど蔵本が説明したとおりでござい

ます。 

 １ページから２ページにかけまして、簡単に概要がございます。移住資料館は、常設展示、

情報展示、図書資料室、主に３つの機能コンポーネントに分かれております。 

 ２ページにございます海外移住資料館の管理・運営体制でございますけれども、ＪＩＣＡ

の組織としては珍しく２つの運営委員会がございます。通常の運営委員会、それから学術委

員会といったものを設けてございまして、それぞれ専門の方々に委員になっていただいて運

営してございます。 

 ＪＩＣＡの組織の中側では、総体的な自立性といったものを重んずるということと、もう

一つ、この移住資料館が 2002 年に設立されたときの日本の国内的な経緯、移住審議会の中
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で、移住といったものはもう支援から協力に変わる、そのためには日本国民及び海外の 250

万と言われている日系人のために、彼らの歴史そのものを見させてあげることが必要だとい

う、国のそういった経緯の中側で、運営委員会、学術委員会といったものの基本がそのとき

にできました。それを引き継ぐ形でもって、現在も委員会を設立して助言をいただいている

次第でございます。この運営委員会には、勿論、私どもＪＩＣＡの人間も入ってございます。 

 次に、３ページの「（４）管理・運営業務の内容」は、先ほど申し上げたとおり、ア～ソ

まであり、民間の事業者に移住資料館といった事業をできるだけ明確に示そうという思いで、

機能を具体的に書いてございます。ただ「（４）管理・運営業務の内容」の後段に、民間事

業者は、以下の業務内容について、技術提案書において創意工夫の上、具体的に提案するも

のとする。また、業務を実施する上での要員配置についても提案するものとするということ

で、提案ありきという前文をここに置かせていただいています。 

 「ア．全体調整関連業務」については、これは言わずもがなのことなので割愛いたします

けれども、まず、年間実施計画書といったものを作成し、業務に当たっていただくことがポ

イントかと思います。 

 次のページの「ウ．収集・所蔵資料にかかる学芸業務」については、名前のとおり資料館

でございまして、展示館、美術品だとか歴史物の展示ということよりも、資料館という意味

合いが強うございます。しかしながら、やはり資料、展示物を収集・所蔵し、分析するとい

う業務がございますので、学芸業務という形でもってまとめさせていただいています。 

 収集・所蔵資料の中身、登録数については、別紙４、なおかつ別添の方にございますので、

お確かめいただければと思います。別添８、最後から２枚目の紙でございます。この中に所

蔵資料の量、登録数について書いてございます。 

 次に「エ．企画展示・特別展示等業務」でございますけれども、これは委員の先生方に御

指摘いただいたポイントでございます企画展示・特別展示については、年４回実施するとい

うことでございます。４回程度とすべきなのか、４回というふうに書いた方が民間業者にと

って参入しやすいのか、そこは私も悩んでおりますので、示唆いただければと思います。 

 また、公開講座といったものも、これはおおよそ年に３回、学術委員会の先生方を含めて

実施させていただいておりますので、今後も引き続きやっていきたいところでございます。 

 申し遅れましたけれども、アとイと（ア）（イ）というふうにそれぞれ区分してございま

す。（ア）にコンセプト、そして（イ）にそれぞれの具体的な業務ということでまとめさせ

ていただいております。 

 資料館の案内業務としてのボランティアについては、小さな項目なので割愛いたします。

ただ、これについても、７ページの注７にございますけれども、民間業者が自ら商品を企画

し、機構の許諾の下に商品を販売することができるというところについては、新たな機能と

して付け加えさせていただきました。 

 ７ページの最後の「キ．情報展示システム運用業務」は、この資料館の１つの機能の大事

な項目でございます。特に（イ）の④に出てきます移住資料ネットワーク化プロジェクト、

いわゆるデジタル移住スペース、今後の方向性としても移住資料館といったものが、海外、

国内の移住資料を司っておりますセンターないしは資料館の１つの中核機能としていくた

めには、この移住資料ネットワーク化プロジェクトが大事かと考えます。 

 また、当然のこととして、そのための「ク．情報検索システムの運用業務」といったもの
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が入ってございます。 

 時間が足りませんので、図書館の業務、そして広報の業務については簡単に「海外移住資

料館だより」といったものを作成、配布するということで、広報業務を大事な業務として民

間業者にやっていただきたいと考えています。広報業務については、外部有識者もアドバイ

ザーとして編集会議に入ってございます。 

 それから、10 ページの「シ．教育プログラム業務」でございます。移住資料館に３万人ぐ

らいの年間の入館者がございますけれども、フリーの入館者だけを当てにするのではなく、

教育、啓蒙、普及ということであるならば、やはり学校教育と結びついたというところが大

事でございます。そのために、今、年間約 2,000 人ほどの生徒さんが来て、プログラムの中

側で事業を受け、移住資料館を活用してございます。こういった形でもって今後も運営して

いきたいと思いますし、これが１つの評価のポイントにもなろうかと思います。 

 11 ページの運営委員会は割愛いたします。先ほど御説明したとおりでございます。 

 次に、12 ページの「（５）事業の実施にあたり確保されるべき質」については、入館者数、

先ほど申し上げました教育プログラム受講者数、ホームページのアクセス数、入館者及び情

報照会者の満足度ということで、アンケートを基本といたしまして提案させていただきまし

た。実績を基本にしてございます。 

 次に、14 ページの「（６）契約の形態、業務実施状況の報告及び精算」でございますけれ

ども、四半期ごとに業務実施状況報告書を出していただき、お支払いしていくということを

基本とさせていただいております。 

 「３．実施機関に関する事項」といたしましては、現在の契約者が３月 31 日までという

ことを考えまして、応札においては民間事業者が３月 15 日、つまり引継ぎを必要とする場

合には３月 15 日からということで考えて提案してございます。 

 「４．入札参加資格に関する事項」については、ＪＩＣＡの今までの入札参加のもの、基

本的には国の制度からいただいている制度でございますけれども、共同企業体２社、補強に

ついても認めるということを書かせていただいています。補強については、何分の幾つまで

補強ということを御議論させていただかなければいけないのかなというふうにも考える次

第でございます。 

 ５として入札のスケジュールでございます。これについては、私としては、今の案を提案

しておいて恐縮ながら、11 月の上旬に、もし入札書という形でもって価格をいただき、それ

を開くのが 12 月の下旬であると、若干長過ぎるという懸念を持っておりますので、御示唆

いただければ幸いでございます。 

 「（２）入札の実施手続き」については、技術提案書の内容ということで、経理基盤に関

する事項、実施体制、そして事業計画、これは先ほど御説明した事業計画でございます。 

 17 ページの「６．落札者を決定するための評価の基準その他落札者の決定に関する事項」

といたしましては、今までもこのような加点審査項目といったものを設けてきたわけでござ

いますけれども、今回、民間業者に加点のそれぞれの点数、考え方について、具体的に説明

してございます。 

 また、19 ページの「（ウ）業務従事者の経験・能力等」ということで、これは０点～90

点という、人材の能力にかなり重きを置いた配点になっているかと思います。この中では、

ａの業務総括者、ｂとして主たる従事者、または他の業務従事者、そしてｃの教育プログラ
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ム、ｄの情報展示という形でもって、５名がメンションされる形になってございます。 

 「（３）価格評価の方法」については、価格加味ということの算出方式、いわば技術評価

200 点、価格点 100 点ということでございます。 

 次の 20 ページの「（５）落札者が決定しなかった場合の措置」については、再度の入札

ということで、２回まで行って、決定しなかった場合には入札条件を見直し、再度公示を行

うことにしてございます。 

 その他、先ほど申し上げたとおり、８の民間業者が機構に報告すべき事項等々については、

基本的に他のものと共通項目ということで、御説明は割愛させていただきます。 

 飛ばしになりましたけれども、以上でございます。 

○小林副主査  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明につきまして、御意見、御質問をお願いいたします。 

○佐藤専門委員  今、高井所長さんの御説明の中で御示唆ありたいと言われた部分が何か所

かあったと思うんで、最初にそこのところのコメントを差し上げます。 

 ５ページの企画展示・特別展示業務、年間４回と書いてしまうのがいいのか、４回程度と

書くのがいいのかということですけれども、発注者として、この実施回数が増える可能性が

あるということであれば４回程度とお書きになればいいと思います。ただ、応募者が入札金

額をはじく上では、当然その回数の想定としては、４回なら４回という形で置かないと、入

札の公平性が害されるので、金額作成の上で想定すべき回数については、はっきりと４回な

ら４回という想定で金額をつくってくださいというふうにお書きになるのが普通だと思い

ます。 

○高井所長  わかりました。ありがとうございます。 

○佐藤専門委員  あと、16 ページのスケジュールのところで、開札が本年の 12 月下旬とい

うことで間が空いていることについてです。通常、総合評価方式で落札者を選定する場合に、

提案内容を、皆さんが非価額要素とか定性要素と言っている部分の御評価というのは、本来、

数値化になじまない部分を一生懸命、提案内容を読んで点数をつけるわけです。片方で価格

要素の部分で、入札金額が予定価格を超えていれば、それだけで失格ですから、わざわざ失

格になっている提案を定性評価のために一生懸命読むかというと、通常はそれをやらないわ

けです。もう片方で定性評価をやる際に、価格情報を知った上で評価するかというと、これ

はしないのが通常だと思います。 

 要するに、いい内容の提案があれば、当然、価格点と非価格点はトレードオフの関係で、

いい提案内容をしている分、当然提案価格も高いだろうということは想定されるわけです。

定性点をつけるときに、１点が何円に相当するかにして点数をつけるべきだという議論をす

る人もときどきいるんですけれども、それはやらないというのが多分、今、主流だと思いま

す。 

 今、お話し申し上げたことを総合すると、開札という意味で価格を見るんではなくて、そ

もそも定性評価を行う作業をむだにしないために、予定価格を超えていないかどうかという

部分だけの確認というのは、総合評価方式の一般競争入札の場合には冒頭おやりになるのが

通常だと思いますけれども、その場合には、その価格情報をＪＩＣＡの中で管理をよほどし

っかりして、定性評価の際に、定性評価に当たった人がその価格情報を知らなかったと言え

るだけの、ちゃんと情報のウォールを引いてやる工夫をしていただく。要するに、担当職員
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をまず分けるのは当然前提ですし、予定価格を置いている提案については見ないという形で

おやりになるのが普通だと思います。 

○高井所長  １つ御質問よろしゅうございますか。佐藤先生の今の御説明聞いて納得した次

第なんですけれども、私も随分調達部におりましたので、年間 1,000 数件の契約を扱ってき

て、民間業者にとって見ますと、応札してから決まるまでの期間が長い。本当は契約までの

期間も含めてなんですけれども、その間、人材をキープしないといけないわけでございます。

これが非常な負担になります。特にこの場合には、メンションしているだけで５名、そして

現在、ＪＩＣＡは８名の体制でやらせていただいています。そうなりますと、こういった人

材を長い間キープするということは、通常、民間業者は非常に辛い思いをしているという姿

を我々は日常的に見てまいりましたので、先ほどの私の御質問につながったわけでございま

す。 

○佐藤専門委員  ただ、そこで提案して、札が取れるかもしれないと言って、ある事業に張

りつけた人材を別の入札の方に、全くその人材も同時に投入するという前提では、当然、民

間事業者はできない。ビジネスマンとして誠実であればあるほど、そういう御配慮だろうと

思うんです。そこの部分に関する限り、発注側として総合評価方式を取った以上、価格を上

げておしまいという立てつけでない以上、札の入手ができる、できないという結論が出るま

での間、担当者の固有名詞を書く必要はないと思いますけれども、少なくとも何人、どれだ

け確保ということを書いたら、札入手できた暁にはきちんと発注側の事業スケジュールどお

りに事業を実施する能力があるという前提で応募者も入ってきているんで、定性評価の要素

の部分に価格勝負だけでやるよりも時間がかかってしまうのは、それは仕方がない。民間事

業者が負担だという部分について、今回の立てつけで、ＪＩＣＡとして見守るほかないんで

はないかと思うんです。 

 私などの目から見ると、提案書を出してから、これだけの期間で決まるのであれば、まあ

まともな方なのかなと思います。ＰＦＩなどは、病院の案件などがあると、入札公告が出て

から契約の締結まで２年以上かかるようなものもあります。そういった意味では、これは比

較的短い方だと御認識いただいていいのかなと思うんです。ただ、発注が何千件もあるとい

う中で、取れてしまってから、御辞退という部分もあるのかもしれないですけれども、発注

側の工夫でこの部分が何とかなるとしたら、この期間をできるだけ短縮するという以外には、

今のところ知恵はそんなにないと思います。 

○高井所長  わかりました。ありがとうございました。 

○佐藤専門委員  あと、私の方から御指摘申し上げたいのは、５ページに書いていただいて

いる企画展示・特別展示業務というものなんですけれども、これの実施の費用に関して、16

ページの（２）のアの（ア）で、入札金額に含めないけれども、見積もりを提出してくださ

いという形でやってある。そうすると、価格点をつける入札金額の中には、この展示業務の

実施表というのは含めないんだけれども、ここに書かれているものは含めないんだけれども、

契約金額の中には含めますという部分で、競争した上で出てきた入札金額プラスここの部分

については、拘束力のない見積もりを出してもらって、後で実費精算という形が取られてい

るんで、16 ページの真ん中のところに書いていただいた、修繕経費だとか、もろもろの物件

費については、結局、競争をＪＩＣＡとして求めていないという部分だと思うんです。 

 事務局の方から事前に伺っている、何でこんな立てつけになったかという御説明について
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は、結局、展示業務の場合には、開催内容とか、回数とか、規模とかが、外部団体との関係

とか、運営委員会、学術委員会とか、ＪＩＣＡの方針とかで発注の段階で確定できないため

に、こういうふうな形で拘束力のない見積もりを出してもらって、実費精算という形で立て

つけていただいたというふうに認識しているんです。 

 35 ページの「従来の実施に要した委託費の内訳」を拝見すると、この業務は年間 9,000

万円前後の業務で３年間ということで、単純に倍して２億 7,000 万ぐらいの発注です。ここ

の企画展示経費というところを拝見すると、年間の委託費の５％程度ということで、これを

大きいと見るのか、小さいと見るのか。ただ、少なくとも発注者としてできるだけ安い調達

をしていただくという観点から申し上げると、ここで見積もりで、後で実費精算としていた

だいた部分についても、入札金額に含める方法は何とかないかという方向でもう一度御検討

いただきたいと思っています。 

○高井所長  その場合、先ほど先生おっしゃった民間業者のアイデアといったものを募集す

るというところにある種の面白さがあるというふうに考えるならば、そこに業者といったも

のが、どうしてもこういうことをやってみたい、だけれども、こういう金がかかってしまう、

そうすると、競争に勝ちたいという思いと、自分のアイデアを提示して、若干高目であるけ

れども、出したいというものと格闘して、大体、会社というのは最終的には安全なところを

取ってしまいますから、結局、アイデアが削がれてしまうということを私は何回か見てきま

した。そういったところから、こういった別見積もりでということで、流れとして考えた次

第なんだろうと思うんですけれども、アイデア募集と金額という点ではいかがでございます

か。 

○佐藤専門委員  展示の企画内容については、民間の知恵を是非聞いてみたいという発注者

側の御要望もわかります。展示の内容で、多分、質の高い提案をすればするほど価格も上が

ってしまうというような形で、そこの部分についてはむしろ、展示の内容のアイデアを買い

たいというんであれば、多分、総合評価方式の、そこの部分に対する配点に重みづけを与え

るという形で、民間の方は、いい提案をしたんだけれども、ものすごく価格もかかってしま

ったというときに、発注側として、こんなに金のかかる提案だったら要らなかったというこ

とも逆にあると思うんです。それはこれまでの発注業務でどういう感想を抱かれているかに

もよると思うんですけれども、少なくとも、いい提案が欲しいというときに、幾らでも構わ

ないという発注者はいないと思うんです。だから、いい提案だけれども、価格とのトレード

オフの関係にあるという部分で、当然、価格の部分は競争対象とした方が、一般的に外部に

対する説明は立ちやすいと思うんです。 

 その前提で申し上げるんですけれども、この開催内容、回数、規模が契約後に変動する可

能性があるというんであれば、これは入札金額をつくらせる想定としては、例えば、年４回、

規模についてはこの程度のものだというような想定は置いてしまった上で、民間事業者の調

達能力が違えば、単価も違ってくるわけです。そういった部分で競争してもらえばいいわけ

で、同じ想定で戦ってもらって、ここの部分も入札金額に含めた上で、契約は入札金額で締

結します。 

 その後に置いた想定が違った、例えば、ＪＩＣＡの方でもう一回追加でやってくれという

ことになったのであれば、それはＪＩＣＡ側が求めたことによる追加費用という形で、その

部分については当然、予算があるという前提ですけれども、つけた上で、追加でお支払いす
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る。逆に開催回数が減ったんであれば、それによって民間事業者側が支出を免れた部分につ

いては、ＪＩＣＡとしては支払わないという形での調整を行えばいいのであって、今、伺っ

たところだと、この展示についていい提案がほしいという部分で悩んでおられるという理由

だとすると、多分、総合評価点のところで、そこのところはある程度厚く点数を配分してあ

げるという方式を取ることによって、ある程度折り合いがつくんではないかなと思います。 

○高井所長  わかりました。民間業者ということを考えますと、我々、非常に地味な資料セ

ンターですから、それほどアイデアの勝負というのはないところで、そういったところでや

る気を出すというと、こういう展示物、企画物で勝負させることはあるのかなという思いが

あったものですから、佐藤先生のおっしゃることはわかりました。 

○小林副主査  今は、総合評価方式の観点で示唆があったわけですけれども、結局、資料館

として、どういうサービスレベルを達成したいのかというのが最初にあって、そのサービス

レベルとコストのバランスを考えていくということで、サービスレベルをなるべく明示して

あげるというふうにしないと、事業者側は、そこでコストの工夫とサービスのレベルの工夫

ということが出しにくいんだろうと思うんです。だから、もしいい展示というか、いいもの

をやってほしい、入場者数も増えてほしい、満足度も上がってほしいということであれば、

そこの部分をクリアにしてセッティングしてあげるということではないかと思います。 

○高井所長  わかりました。ありがとうございます。 

○佐藤課長  １つ確認させていただきたいんですけれども、先ほど佐藤委員の方から御説明

ありました、規模を想定して競争させる、想定が変わった際には、規模が大きくなれば追加

で支払うなり、回数が減れば減額ということだったんですけれども、追加で支払う場合に、

通常、契約変更しないといけないんですが、その際にはこちらの委員会を経るなりの手続が

必要になるんでしょうか。 

○徳山企画官  法律上はそうなっています。 

○佐藤課長  となると、契約変更というか、内容を変更するということにかなり障害を感じ

てしまうのが正直な感想です。そこも含めて、対応については検討したいとは考えておりま

す。 

○小林副主査  今の件については、先ほども同様のことが審議されていましたので、次長が

承知なさっていると思います。 

○高井所長  わかりました。 

○柴田次長  その件については情報共有させていただきます。 

 先ほどの人材センターと若干違う部分がここにございまして、佐藤委員がおっしゃられた

企画展示・特別展示等については、先ほどの人材センターとセミナーと同じような考え方に

なると思うんですが、それ以外で、ここに書かれていますボランティア管理業務の研修実施

経費を除く物件費だとか、資料の購入費ですとか、運営委員会、学術委員会庶務業務という

のがございまして、これはいわゆる提案の部分はございませんで、例えば、運営委員会が開

かれれば、委員会の委員の方にＪＩＣＡで定めた定額の謝金ですとか交通費ですとか、そう

いったものをお支払いするというだけの業務なんです。ですので、先ほどの人材センターと

はちょっと違う部分で、ここの部分については、やはり精算ということが必要になってくる

と考えておるんですけれども、いかがでしょうか。 

○佐藤専門委員  逆に、ＪＩＣＡ所定の謝金を払うだけという業務だったら、そんなところ
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で競争を働かせる必要はないんで、入札金額に入れる必要がないです。そうだとしたら、支

払業務の委託という部分だけだと思いますので、その謝金の部分については、落札者が支払

う、カウントから払うということであれば、契約金額には含めるけれども、入札金額には含

めないという整理でいいんではないかと思います。 

○柴田次長  確認ですけれども、つまり、その部分は契約金額に入れて精算するということ

ですか。 

○佐藤専門委員  ＪＩＣＡから直接払うということでなしに、委員の方への謝金支払業務も

落札者の業務の範囲だというんであれば、契約金額の中に入れるということになる。 

○柴田次長  今、考えているのは、年度の初めに暫定的にある金額を契約金額に入れて、そ

れが最後に幾ら使われたかということで精算をしようということで考えております。 

○小林副主査  今のは、逆に考えれば、それは競争に付さなくてもいいんではないかという

気がするんです。だから、民間の創意工夫を入れて、コストとアイデアをもらおうといった

ときに、例えば、11 ページの運営委員会、学術委員会庶務業務というのは余り本質に関係な

いところなので、これは抜いてしまった方がわかりやすい。雑務をやらなければいけないと

いうように入札参加する業者が思われると、本当に力を入れなければいけないことはこれで、

それ以外にプラスアルファで委員会が開かれたら、その議事録はつくらなければいけないし、

謝金の支払いもしなければいけないしということになると、それは業者にとってはとても考

えにくいんではないかと思うんです。だから、これは抜かれた方がすっきりするんではない

かと思います。 

○逢見副主査  それは機構が本来やるべき業務を、旅費の精算や何かを民間業者にやらせて

いるということになってしまうんです。そこは本来、機構がやるべき業務と、契約上委託し

た業務は分けて考えるべきです。庶務業務というのは機構の業務を下請に出したという感じ

になってしまうんではないですか。 

○柴田次長  持ち帰り、検討させていただきます。 

○小林副主査  どうぞ。 

○逢見副主査  ５ページの企画展示・特別展示ですが、民間の技術提案書では特別展示の提

案をするんですね。それは加点の対象になっています。しかし、５ページを読むと、民間事

業者、または外部からの提案に基づき年間４回実施するとなっていますから、民間事業者が

提案したものが即採用されるわけではなくて、外部からの提案もあって、両者協議してどれ

にするかを決めるということですね。それから、括弧して、企画展示を実施する場合は、計

画した特別展示を振り替えて実施することとするということですから、つまり、特別展示と

して提案したけれども、これは企画展示だと言われたら、それは企画展示になってしまうわ

けです。そうすると、民間の事業者が創意工夫して評価されて落札したけれども、しかし、

必ずしもその企画が実施されるとは限らないし、企画展示に振り替えられる可能性もあると

いうことは、せっかくの民間の提案が生かされない、あるいは企画だけもらって、ほかのと

ころに振り替えられるというところはどうも納得できないんです。どうしてそういうことに

なっているのですか。 

○蔵本部長  例えば、応札者が４回、企画展示のアイデアを出しましたら、どういうアイデ

アだという審査をするわけですけれども、契約に入れましたとしたときに、その企画そのも

のを、先ほども話がありましたけれども、実際に展示を含めて、例えば、学術運営委員会だ
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とか、そういうところで図ったり、そこまで入れて契約、あるいは応札者としますというあ

れに持っていくのかどうか。それよりも、一応、企画書を、いい提案がありましたね、でも、

その中身については、企画している上で更にブラッシュアップ、専門の委員の方のアイデア

も入ったり、あるいはまた中身が若干変わったり、そういうのもあるかと思うんです。そう

いう方向で見ていくんだろうと思います。 

○逢見副主査  提案技術書にこういうことを提案しなさい、それは加点項目ということの上

で出させて、それを評価して落札者を決めるわけです。しかし、一方で学術委員会が特別展

示についても審査するというプロセスが入るということなんですか。実際にやるかどうかに

ついて、もう一つスクリーニングが入るということですか。 

○高井所長  まず、事業計画を年度当初につくりますもので、基本的には提案も含めて事業

計画といったものはつくられるわけですから、その段階でほぼ年間の見通しというのはつく

んではないかなと私は考えます。 

 また、学術委員会といったものは、あくまでもある種のアドバイザーの機関であり、基本

的に決定するのは我々ＪＩＣＡ横浜でございます。 

 また、外部からの提案というのは、例えば、昨年度から今年にかけて、ブラジル移住 100

周年みたいなものがございます。これは御存じかもしれませんけれども、日本の中で、日伯

移住 100 周年の委員会といったものができて、だんだん形を取りながら、その中でＪＩＣＡ

の移住資料館にやってほしいとかという話が煮詰まってくる場合がございます。それほど多

くはないとは思いますけれども、こういったものがございます。こういったものを引き継ぐ

ということが趣旨でございますので、基本的に年間スケジュールからえらく逸脱するものが

出るということは考えにくいんだろうと思うんですけれども、いかがでございますか。 

○逢見副主査  基本的には民間事業者の提案が生かされるということですか。 

○高井所長  はい。少なくとも事業計画を年度当初に立てる中で、ほぼそこで形を決めない

限り、さまざまな作業が伴う問題なので、スケジュールが決まります。その中で、飛び込み

というのはちょっとおかしいんですけれども、本来、飛び込みというのはそれほどあるわけ

ではございませんし、どこの国で 50 周年、100 周年ということは大体わかりますし、どこの

県なり地方なりでそういったものというのもほぼわかりますので、基本的にはＪＩＣＡ及び

民間業者、それにアドバイザーとしての学術委員会の先生方で年度当初にほぼ形が決まると

思います。 

○逢見副主査  企画展示を実施する場合は、計画した特別展示を振り替えるということはど

ういうことですか。 

○佐藤課長  ここの書きぶりはわかりにくかったかもしれませんが、実施要項をつくる上で、

回数を明示する、定量的に指示する必要があるということで、ここでは企画展示、特別展示

合計で４回というのを決めまして、特別展示を４回やる場合はそのままなんですけれども、

これまで実績は非常に少ないんですけれども、企画展示が仮に案が出てきた場合には、企画

展示を１回として、その分、特別展示を３回に減らすという意味です。 

○逢見副主査  実際には企画展示というのは余り実施することはないんですか。 

○佐藤課長  はい。企画展示と特別展示という定義なんですけれども、ここでは企画展示と

いうのは、通常、博物館に学芸員とか、直営で研究員を持っている場合に、その研究員が資

料に基づいて調査を行って、ある程度まとまった成果が出たときに企画展示をするという形
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でやる展示でありまして、我々のＪＩＣＡ横浜海外移住資料館では、これまで２回の実績が

あるのみで、それ以外は特別展示という形で、基本的には外部の団体からの提案で、勿論、

移住関係のテーマなんですけれども、こういう展示をしたいという話があって、我々の趣旨

とも合致するんで、では、やりましょうということでやっているのが特別展示です。 

○逢見副主査  では、別紙か何かで、過去にどういう企画展示があったとか、特別展示とか、

そういうものを載せていただきたいと思います。 

○佐藤課長  事務局の方からも指摘を受けておりまして、今、配付資料として、ホームペー

ジにもありますけれども、過去にやった展示、イベント物のチラシ関係の資料を付けるよう

にはしていますが、実績の中に一覧表として開示したいと思います。 

○逢見副主査  わかりました。それから、公開講座等のイベントとありますね。これは何な

んですか。 

○佐藤課長  公開講座というのは、基本的には学術委員がテーマに基づいて公開のセミナー

をするものなんですけれども、それ以外のものというのが、関連イベントといいますか、み

なとみらい地区、近隣地域で博物館関係で共同でやっている夏休みのスタンプラリーイベン

トですとか、周辺と連携したような広報イベント、必ずしも自分たちだけで企画立案するも

のではなくて、周りから近隣にあるイベントと連携してやるようなイベントです。 

○逢見副主査  そこも、５ページの書きぶりだと、公開講座は年３回予定し、その他イベン

トは適宜開催というと、民間事業者からすると、適宜開催というのは一体どのくらいのこと

が要求されるのかわからないというのがありますから、もうちょっとわかりやすく書いてお

いた方がいいと思います。 

○佐藤課長  はい。実績も含めて説明したいと思います。 

○小林副主査  業務量がわからないということですから、そこがわかるような資料を付けて

いただくということがいいと思います。 

○佐藤課長  はい。 

○小林副主査  では、時間となりましたので、本日の審議はこれまでとさせていただきたい

と思います。 

 事務局から何かございますか。 

○事務局  それでは、本日御指摘いただきました点については、よく御検討していただきま

して、御不明な点等は事務局などにお問い合わせいただければ、こちらで調整して一緒に修

正をしていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。一応、スケジュールとして

は、当初であれば、これでパブリックコメントということになっていたんですけれども、も

う一度見直していただいて、パブリックコメント前にもう一度、小委を開催し、審議をさせ

ていただいて、それでパブリックコメントかどうかということを判断させていただければと

思います。 

○小林副主査  本日検討いたしました点について、持ち帰っていただき鋭意検討していただ

いて、次回に臨んでいただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○高井所長  ありがとうございました。 

○小林副主査  機構と事務局との調整結果等については、事務局の方から委員の方にも連絡

いただいきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

本日はありがとうございました。 
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（国際協力機構海外移住資料館関係者退室） 

 

（国際観光振興機構関係者入室） 

 

○小林副主査 続きまして、通訳案内士試験事業の実施要項（案）の審議を行います。本日

は、国際観光振興機構企画本部総務部、加藤部長に御出席いただいておりますので、前回の

審議を踏まえた実施要項（案）の修正点等について御説明いただきたいと思います。10 分程

度でお願いできればと思います。 

○加藤部長 簡単に御説明させていただきたいと思います。前回、議論のポイントになった

ところが２点ありまして、１つは、落札者が決定しなかった場合の措置の関連で、試験問題

をどうするかという話。もう一つは、請負報酬の支払いを分割にするかどうかといったとこ

ろでございまして、いろいろ御指摘いただきました。それを踏まえまして、中でもう一度検

討いたしました。 

 まず、最初のことでございますけれども、パブリックコメントとかについて、ＪＮＴＯの

事務局でいろいろと業者のヒアリングを行いました結果、試験問題の作成や口述試験委員の

確保について不安視する意見があったということを私が前回御説明をさせていただきまし

た。 

 これに対しまして、委員の先生方からは、対象業務はなるべく広範囲である方が民間事業

者の創意工夫も生かしやすいのではないかということを御指摘いただきまして、一応これで

やってはどうかということが御指摘ありました。併せて、その場合でも、業者の方の不安を

少しでも緩和するという方向で、これらの業務について、これまでＪＮＴＯの培ってきたノ

ウハウを民間事業者にできるだけ共有するという形で協力体制を取れないかという話でご

ざいました。 

 これに対しまして、私どもの方としましても、民間事業者が筆記試験問題の作成、口述試

験問題の作成、口述試験員の確保を行う場合には、必要に応じてＪＮＴＯとしてはいろいろ

と協力を行いますということを方針といたしまして、要項にもそういう方向で記載をさせて

いただこうと思っております。 

 具体的には、契約ができましたら、契約後には機構から実際に落札した業者に対して、こ

の時点で過去におけるような試験問題のあれをやって、どういうチェックをしたかとか、あ

るいは問題作成委員がどういう方でいらっしゃったとか、そういうことをより具体的な情報

として提供するということで、受けたからには、できるだけスムーズにやっていただきたい

という方向に持っていきたいと思っております。 

 また、２点目の請負報酬の支払いでございますが、当初、報酬は各年度の事業終了後に支

払うとされております。委員の皆様から、民間事業者の資金調達にかかわる負担権限の観点

から、少なくとも筆記試験実施後の部分払いの実施について検討すべきではないかという御

指摘がございまして、会計とも検討いたしまして、過去にこういう例はないんですけれども、

筆記試験終了後、合否の通知発送後に、ＪＮＴＯとしまして、民間事業者から部分払いの請

求があったときは、当該業務の完了を確認するための検査を行った上で部分払いができるこ

とにいたしましたので、そういう方向で、委員の先生の御指摘を踏まえた形で対応させてい
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ただこうといたしました。 

○小林副主査 御検討ありがとうございました。 

 ただいまの御説明につきまして、逢見先生、何かありますか。 

○逢見副主査 前回の委員会の議論も踏まえて、このように変更されたということについて

は、いずれも妥当であると思っております。 

 請負報酬の部分払いについては、機構の方も今まで前例がないということがあったという

ことなので、筆記試験終了後というのが恐らく通年の業務の中で区切りとしては適当だろう

と考えておりますが、機構側の会計処理のタイミングと、民間業者が受けるべきタイミング

というのは、実際やってみる中で、どこが一番適当なのかを検討されていけばいいのではな

いかと思いますので、事業実施中も不断の検討をお願いしたいと思っております。 

 それから、落札者が決定しなかった場合の措置については、パブリックコメント等で非常

に不安だという声があったということを受けて、必要に応じて協力するということになった

と理解しています。試験という公正性を問われる内容のもので、その問題を作成する、ある

いは試験官を選ぶということがあるわけですから、そこについては事業が円滑に進むという

ことを是非機構の方も考えていただいて、協力という言葉の持つ意味を実際の実施段階にお

いて円滑にやっていただきたいと思います。 

○小林副主査 ありがとうございました。今の逢見委員のコメントでこれまでの審議が大体

まとめられたような感じでございますが、御検討いただいてありがとうございました。 

 今日の審議はこれまでとしたいと思いますが、事務局から何か確認することはございます

か。 

○事務局 特にございません。 

○小林副主査 では、私の方から確認の意味でコメントをさせていただきたいと思います。 

 国家試験である通訳案内士試験の実施が滞りなく行えるように、特に試験問題という部分

がございましたので、機構と受託者が連携を取りながら、機構が持っていらっしゃるノウハ

ウを十分に活用していただいて、事業者と協力して行っていただきたいと思います。 

 もう一つは、対象事業の範囲の中で、電子申請の問題がございました。システムの調達上

やむを得ないということにしましたけれども、次回については、できれば電子申請の受付業

務も含めた形で民間競争入札の対象にできないかどうかということを事業実施期間も含め

て検討いただきたいと思います。 

 最後、３点目は、ディスインセンティブの部分でございます。ディスインセンティブにつ

いては、本事業の場合は勿論、試験実施業務ですから、定められたサービスの質は確実に達

成できなければいけないということで、質を達成できない場合に、減額の措置ということで

ポイントを設定されたと思いますが、事業者の方のインセンティブとしては、それが未達成、

達成、質をより上げるといった意味では、十分なモチベーションになるかどうかといった点

で、非常にリスクを負わせられるというような観点からすれば、動機づけという面では十分

なものだったのかというところに課題が残ると思いますので、事業者がインセンティブを持

って事業を実施できるような方法を今後検討していただきたいと思っております。 

 以上です。今、申し上げたことについて御理解いただいて、受け入れていただけるという

ふうに考えてよろしいでしょうか。 

○加藤部長 はい。いずれにしましても、請負業者が決まりましたら、我々としては結局、
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受験者が安心して、それから、後々問題が生じない形でやっていただくということ。ただし、

ディスインセンティブということではないんですけれども、万が一、試験のトラブルとか、

問題があった場合は、これはやはりきちっと、それなりのことをやっていただかなければい

けない。これは国家試験でありますので、民間でやるということはそういう責任も、認識は

十分していただきたいということでは、ディスインセンティブのところについては、どうし

てもこういう形で書かざるを得ないというのは御理解いただきたいと思います。我々として

も、やったからには、期間内にスムーズに全部準備がいってできるように、これは最大限や

ってきたつもりでございます。 

○小林副主査 この試験業務については、機構のノウハウが今まで培われているところだと

思いますので、海外の試験の実施につきましても、いろいろな意味で受託事業者と連携しな

がらやっていただくということを求めたいと思います。よろしくお願いします。 

 では、本実施要項（案）につきましては、これまで３回の審議を重ねてまいりましたけれ

ども、本日をもっておおむね終了したということで、改めて小委員会を開催せずに、実施要

項（案）の取扱いや監理委員会への報告、資料の作成については私に一任していただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

○加藤部長 はい。 

○小林副主査 ありがとうございます。 

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員に連絡し

て、適宜意見交換させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日の入札監理小委員会はこれで終了いたします。本日はありがとうございま

した。 

○加藤部長 どうもありがとうございました。 

 

（終 了） 
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